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研究成果の概要（和文）：本研究は、地域比較の視点からの日本のホームレス支援のあり方に関

する研究である。支援策は地域により異なっている。第一のタイプは、自立支援法による自立

支援センターを設置した大都市自治体、第二のタイプは、それ以外の自治体である。前者では、

入所者に大きな変化がみられた。後者では、NPO 等民間団体が先導的役割を果たしたことが

わかった、本研究の成果は、学術論文だけでなく、雑誌「ホームスと社会」の発刊、NPO の

全国ネットワーク創設の契機となったことにある。 
 
研究成果の概要（英文）：This study is a study on ideal method of the homeless support of 
Japan from the viewpoint of the comparison between areas. The support system is different 
by an area. The first type is the big city local government which established the self- 
reliance center by the Homeless Law, and the second type is the local government except it. 
In the former, a big change was seen in a person of entrance. In the latter, I understood 
that private sectors such as NPOs played a role of the guidance, The result of this study is 
to have become the opportunity of the national network foundation of the publication of the 
magazine "homes and society", the NPO as well as academic papers. 
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１．研究開始当初の背景 

本研究組織は、2001 年度からホームレス支援

に関する調査を実施してきた。日本のホームレ

ス問題に関する調査と同時に東アジア先進国

（韓国、香港、台北）や欧米におけるホームレス

支援との国際比較調査研究を行ってきた。また、

地方自治体や NPO 等民間団体との連携のもと

近畿圏のみならず主要都市のホームレス支援

調査もおこなってきた。ホームレス支援策（１ホー

ムレスに対する直接的支援→２通過施設・中間

施設を媒介した支援→３就労継続による自立、

４居宅保護→５地域生活への定着、６予防措

置）といったトータルな諸段階の中で位置づけら

れる。支援法は、野宿状態から２への「移行」・脱

野宿過程における支援に重点をおいている。支

援法に基づく支援策が存在する政令市でも活

用できる社会資源の蓄積や支援主体の力量等

も異なっている。また、地方都市においては、

NPO 等民間支援団体が現場支援のみならず、

居住確保や生活保護制度活用など、創意工夫

により支援策を切り開く先導的役割を果たしてき

ている。そして、研究の焦点も、実態把握から脱

野宿化過程とその後の支援へと移ってきている。

その支援方策の構築のあり方には地域によって

共通性と異質性があることが、本研究組織が別

ファンドで実施していた全国の支援団体等に関

する調査で明らかとなりつつあった。また、支援

法見直しを迎えつつあった時期でもあり、各地

で実践されている支援の実態をできる限り明ら

かにしていくことが本研究プログラムの申請の背

景となった。 

 
２．研究の目的 

(1) 日本のホームレス問題は、政令市等の大都

市だけでなく、全国の自治体にまで拡大してい

る。自立支援法による自立支援施策を実施した

自治体は政令市等大都市にとどまっている。支

援法による基本方針の見直し時期を研究期間

に含んでいるため、これまで本研究組織が創り

上げてきた連携・ネットワークを通して、各地で

展開している支援のメカニズム・構造とあり方を

解明することを目的に本研究は企画された。 

(2) 研究の主目的は、ホームレス自立支援法

策定以後の展開を「実施計画」を策定した自

治体と実施計画を策定しなかった自治体に

大別し、大都市だけでなく地方都市における

多様な自立支援策の展開過程と在り方を跡

付け、実践されている支援方策により脱ホー

ムレス化を果たした人々に対する調査研究

を通して、国の基本方針の「見直し」時期を

迎えたホームレス支援法に関する政策的評

価やホームレスの多様な自立に向けた実践

的政策的課題を地域比較の視点から明らか

にしようとした。本研究は、国の調査が実施

されない自治体を視野に入れていたところ

に特徴がある。 

(3) また、本研究組織は様々な研究分野の研究

者から構成されている。それぞれ構成員が深く

関わっている独自の研究グループとの協力体制

をつくり、多面的な研究が展開することが期待さ

れた。また、調査過程においてできるだけ多くの

支援団体との連携を強化しながら研究をおこな

うことを目指していた。これらを通して、営まれて

いるホームレスに対する支援を実践的にも政策

的にも検討し、その方向性を明確にしてゆくこと

を目指していた。 

 

３．研究の方法 

(1) 研究の方法としては、調査研究を実施して

いく研究組織づくりにその特徴があった。社会

福祉調査研究会（代表者中山徹）と本研究代表

もメンバーである大阪就労福祉居住問題調査研

究会等を中核にして全国的規模の調査を開始

していた。その後、上記の研究会の周辺にハウ

ジング・イニシャティブ研究会や居住サポート研

究会などが組織化され、調査研究の一翼を担っ

ていった。本研究組織の調査研究対象の一つ

は、全国のホームレス支援団体であったため、

調査を通じて形成されたネットワークが、全国の

支援団体から構成される「ホームレス支援全国

ネットワーク」とその後の同ネットワークの NPO 設

立につながることなった。 

(2) ホームレス支援は上述したように、第一ステ

ージ:ホームレスに対する現場での直接的支援 

→ 第二ステージ:既存の中間居住施設(自立支

援センター、生活保護施設、病院等)とケア付き

民間賃貸住宅、NPO等運営の「無料低額宿泊

所」による支援 → 第二ステージＡ:アフターフ



ォローによる就労継続支援、ステージＢ:居宅保

護 → 第三ステージ:安定的居住と地域生活

への定着と再ホームレス化の防止といったフロ

ーで捉えられる。そして、この一連の過程は包摂

過程であり、これらの諸過程の基底に社会保障

制度があることが示された。したがって、調査方

法としては、中間施設としての宿泊所や保護施

設に対する、あるいは普通住宅での生活継続を

支援している各地の支援団体に対して面接調

査法による聞き取り調査を実施した。 

(3) また、2007 年以降、定点観測自治体となっ

ている尼崎市のホームレスの実態把握について、

2007 年実施のホームレスの生活実態について

の悉皆調査の再集計を行うとともに、厚労省の

概数調査に夜間調査を追加調査として実施して

いる。調査結果に関して、GIS による地図化を通

して支援組織などのアウトリーチ活動に対する

基礎的情報を提供している。これらの調査活動

は当該自治体や支援団体への間接的貢献とな

っている。これらの調査活動は、地元支援団体

や若手研究者との連携を図って実施しており、

アクション・リサーチ手法も併せて採用した。これ

らの調査活動によって、当該自治体の生活保護

行政の変容をもたらすことにも貢献する面を有し

ている。 

 (4) さらに、本研究組織の立地する堺市の実験

的試みである NPO の支援の内実について、当

該 NPO との連携・協力により、利用者に対する

聞き取りも面接調査法を用いて行ったことや調

査研究活動の記録方法として研究倫理面を配

慮しながら動画撮影を実施し人権研修や学習

会の教材の基礎的資料の作成を図るなど研究

法としては、多様な方法を用いた。 

 

４．研究成果 

(1) 本研究は、ホームレス支援を一連の諸過程

の中で位置づけた上で研究の主要な課題を中

間施設への入所支援や入所中での生活・就労

支援、地域に移行後の支援の在り方に設定して

きた。それぞれの段階において「自立阻害要

因」を是正し「生活の再構築」を図る支援は、か

なり長期で継続的でものであることが明らかとな

った。また、これまでホームレス問題の中で潜在

化していた借金問題や「障がい」者、「刑余者」

の問題等、生活再構築支援の中で可視化され

た。そのため専門家集団のネットワークが地域

内で形成されているかどうかが極めて重要な要

素であることがわかった。自立支援法に基づく支

援施策がない都市においては、活用でできるの

は生活保護制度であるが、厚労省の「通知」もさ

ることながら現場の支援活動からその運用の是

正や保護施設への入所等の改善が図られてき

た。地方都市においては、支援の「かなめ」は民

間団体の存在とアウトリーチと生活保護制度活

用と民間住宅等の居住支援の組み合わせの必

要であることが明らかとなった。そして、支援の

現場サイドでは、「継続的支援」のためのネットワ

ーク構築といった実践的課題とそれを可能にす

る「ケアコスト」をどう確保するのかといった制度

的問題が生じていることも判明した。政令市にお

ける支援策は自立支援センターを中核において

いるが就労退所と就労継続性確保策について

アフターケアを実施しているが、自治体によって

はその役割の変容といった様相がみられてきて

いる。本研究の場合、先行調査研究が乏しいこ

ともあって、様々な媒体を活用した発信を心がけ

てきたことは評価できるものと考えている。 

(2) 本科研においては、更生施設縮小の中で、

脱野宿化のための「中間施設」として登場した無

料低額宿泊所（第二種）の活動とその実質的役

割について代表的な団体への聞き取り等を通じ

て伝え始めたことも今日問題となっている「貧困

ビジネス」論を考えるための先鞭をつけた点で

評価できるものと考える。 

(3) 本研究の調査実施期間中に、社会問題化し

た新たな形態「住居喪失不安定就労者」（ネット

カフェ難民といった住居喪失層、不安定居住層

等）調査に本組織チームの一部も参加し、支援

法で定義される「ホームレス」との同質性や往還

性から「ホームレス」概念の再定義化の主張の

例証となった。また、2002 年の支援法以降の不

安定な居住形態にある人々に対する施策の方

向性を考える大きな契機となるなどの成果が得

られた。 

(4) 本研究は、日本のみならず、東アジア先進

国や欧州との比較研究の視点を有したホームレ

ス支援研究であったため、香港、ソウル、台北と

の相互のホームレス問題とその支援方策に関す

る研究交流がシンポやフィールドスタディなどを

通じて図られたことは、本研究の重要な成果とな

った。 

(5)また研究組織は、多様な分野のメンバーで構

成されていたことから、研究成果も下記にみるよ



うに多岐にわたったものであった。 

(6)我々の調査研究活動は、その後、雑誌「ホー

ムレスと社会」（明石書房）2009 年 10 月の発刊

に つ な が り 、 ホ ー ム レ ス 問 題 専 門 雑 誌 の

「shelter-less」休刊を補うことになった。本研究

組織のメンバー3 人が編集委員となった。情報

誌である、と同時に学術雑誌でもあるという雑誌

となることが今後期待されている。 

(７) 本研究は、広範な支援団体等との連携・協

力によって成り立つ研究であったため、支援団

体の全国的なネットワーク結成の一つの契機と

なった。具体的には「ホームレス支援全国ネット

ワーク」の設立とその後の NPO 化である。 

(8)今後の展望としては、上述したような新たなホ

ームレス層に対応したホームレス概念の再構築

や 2012 年のホームレス自立支援法以降の在り

方、さらには「居住」をめぐる今日的動向に対応

した政策的実践的研究の展開が指摘できる。 
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